
法人単位附属明細書
\ 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累
計額の明細 ［単位：円］

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 774¶944¶745 106¶287¶601 693¶000 880¶539¶346 244¶996¶348 49¶665¶018 ` 635¶542¶998

構 築 物 277¶824¶517 19¶125¶634 ` 296¶950¶151 117¶791¶749 21¶400¶138 ` 179¶158¶402

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

船 舶 76¶180¶749 712¶400 ` 76¶893¶149 66¶892¶188 6¶730¶594 ` 10¶000¶961

車 両 運 搬 具 197¶302¶178 15¶015¶135 2¶557¶849 209¶759¶464 167¶731¶518 14¶930¶311 ` 42¶027¶946

工 具 器 具 備 品 6¶176¶738¶536 396¶802¶697 142¶198¶116 6¶431¶343¶117 5¶096¶038¶161 515¶416¶097 ` 1¶335¶304¶956

計 7¶502¶990¶725 537¶943¶467 145¶448¶965 7¶895¶485¶227 5¶693¶449¶964 608¶142¶158 ` 2¶202¶035¶263

建 物 35¶568¶499¶352 39¶038¶500 104¶359¶048 35¶503¶178¶804 14¶132¶857¶695 1¶536¶933¶442 ` 21¶370¶321¶109

構 築 物 8¶601¶178¶639 ` 65¶859¶898 8¶535¶318¶741 3¶893¶749¶626 522¶580¶093 ` 4¶641¶569¶115

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

機 械 及 び 装 置 2¶086¶677¶320 ` 457¶000 2¶086¶220¶320 1¶413¶970¶500 137¶054¶104 ` 672¶249¶820

船 舶 22¶499¶042¶448 ` 190¶000 22¶498¶852¶448 13¶263¶495¶188 1¶629¶991¶320 ` 9¶235¶357¶260

工 具 器 具 備 品 545¶324¶183 11¶340¶000 ` 556¶664¶183 189¶215¶900 107¶413¶512 ` 367¶448¶283

計 69¶300¶721¶942 50¶378¶500 170¶865¶946 69¶180¶234¶496 32¶893¶288¶909 3¶933¶972¶471 ` 36¶286¶945¶587

土 地 11¶349¶770¶449 ` 610¶988 11¶349¶159¶461 ` ` 267¶340¶000 11¶081¶819¶461

非 償 却 資 産 建 設 仮 勘 定 9¶230¶000 537¶237¶860 78¶185¶100 468¶282¶760 ` ` ` 468¶282¶760

計 11¶359¶000¶449 537¶237¶860 78¶796¶088 11¶817¶442¶221 ` ` 267¶340¶000 11¶550¶102¶221

２．現金及び預金
\ 不要財産としての国庫納付等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要

資産の種類 取得時帳簿価額 譲渡時帳簿価額

現金及び預金 1¶100¶000¶000 1¶100¶000¶000
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` 国庫納付等に当たり譲渡収入により控除した費用の額
無し

a 国庫納付等の額
1¶695¶831円

b 国庫納付等が行われた年月日
平成24年２月29日

c 減資額
610¶988円

] 不要財産となった理由
総務省政策評価・独立行政法人評価委員会の「独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関
する勧告の方向性について（平成22年11月26日付け政委第30号）」により、「海洋資源開発勘定の金

融資産については、真に保有する必要がある緩衝財源（約10億円）を除き、国庫に納付するもの
とする。」とされたこと及び行政刷新会議の「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平
成22年12月７日閣議決定）」における「（別表）各独立行政法人について講ずべき措置」により「政
府出資金のうち約11億円を国庫納付する。」とされたため。

^ 国庫納付等の方法
通則法第46条の２第４項による国庫納付

_ 国庫納付等の額
1¶100¶000¶000円

` 国庫納付等が行われた年月日
平成24年１月16日

a 減資額
1¶100¶000¶000円

［独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報］
独立行政法人水産総合研究センターと独立行政法人水産大学校は、水産分野の研究開発機能及び
人材育成機能をより拡充させた新たな法人を成果目標達成法人として設置することが、平成24年１
月20日付け「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」にて閣議決定されております。
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